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貸 借 対 照 表 
（平成 28 年 2 月 29 日現在） 

（単位 百万円） 

科   目 金 額 科   目 金 額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産 23,357 流 動 負 債 27,701

現金及び預金 2,190 買掛金 7,494

受取手形 25 短期借入金 11,000

売掛金 2,292 一年内返済予定長期借入金 4,788

リース投資資産 585 リース債務 41

商品 17,216 未払金 561

前渡金 31 未払法人税等 554

前払費用 217 未払費用 922

短期貸付金 12 前受金 173

未収入金 227 賞与引当金 609

繰延税金資産 450 ポイント引当金 349

  その他 109   その他 1,207

    

固 定 資 産 52,708 固 定 負 債 16,731

有形固定資産 37,977   長期借入金 11,437

建物 14,324 リース債務 2,011

構築物 912 再評価に係る繰延税金負債 159

機械装置 10 資産除去債務 316

車両運搬具 3 長期預り金 1,455

工具器具備品 923 リース資産減損勘定 481

土地 20,213 その他 868

リース資産 1,450 負 債 合 計 44,432

建設仮勘定 137 （純 資 産 の 部）  

 株 主 資 本 33,546

無形固定資産 1,924 資本金 7,058

 借地権 1,822 資本剰余金 9,588

その他 102 資本準備金 7,574

 その他資本剰余金 2,014

投資その他の資産 12,806 利益剰余金 16,899

投資有価証券 1,234 利益準備金 380

関係会社株式 344    その他利益剰余金 16,518

出資金 0     圧縮積立金 10

長期貸付金 403 別途積立金 14,500

長期前払費用 418 繰越利益剰余金 2,007

差入保証金 8,970  

店舗賃借仮勘定 778 評価・換算差額等 △1,913

繰延税金資産 537 その他有価証券評価差額金 56

その他 133 土地再評価差額金 △1,969

貸倒引当金 △13 純 資 産 合 計 31,633

資 産 合 計 76,066 負債及び純資産合計 76,066
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損 益 計 算 書 
平成 27 年 3 月 １日から 

平成 28 年 2 月 29 日まで 

                                   （単位 百万円） 

科   目 金   額 

売 上 高  96,479

売 上 原 価  67,704

売 上 総 利 益  28,774

不 動 産 賃 貸 収 入  1,848

営 業 総 利 益  30,622

販売費及び一般管理費  27,439

営 業 利 益  3,182

営 業 外 収 益  

受取利息及び配当金 69 

手数料収入 13 

雑収入 32 115

営 業 外 費 用  

支払利息 460 

支払手数料 1 

雑損失 39 501

経 常 利 益  2,796

特 別 利 益  

固定資産売却益 0 0

特 別 損 失  

 固定資産売却損 9 

 固定資産除却損 49 

 減損損失 153 212

 税 引 前 当 期 純 利 益  2,584

  法人税、住民税及び事業税 904 

  法 人 税 等 調 整 額 72 977

  当 期 純 利 益  1,607
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株主資本等変動計算書 

平成 27 年 3 月 １日から 

平成 28 年 2 月 29 日まで 

   （単位 百万円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本 

剰 余 金 

資本剰余金 

合   計 
利益準備金 

平成 27 年３月１日残高 7,058 7,574 2,014 9,588 380

当期変動額  

圧縮積立金取崩額 － 

剰余金の配当 － 

当期純利益 － 

土地再評価差額金取崩額 － 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
－ 

当期変動額合計 － － －  －

平成 28 年 2月 29 日残高 7,058 7,574 2,014 9,588 380

 株主資本 

利益剰余金 

株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 

平成 27 年３月１日残高 11 14,500 1,182 16,075 32,722

当期変動額  

圧縮積立金取崩額 △0 0 － 

剰余金の配当 △843 △843 △843

当期純利益 1,607 1,607 1,607

土地再評価差額金取崩額 60 60 60

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
 

当期変動額合計 △0 824 824 824

平成 28 年 2月 29 日残高 10 14,500 2,007 16,899 33,546

 評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成 27 年３月１日残高 627 △1,928 △1,300 31,421

当期変動額  

圧縮積立金取崩額  

剰余金の配当  △843

当期純利益  1,607

土地再評価差額金取崩額  60

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
△571 △41 △612 △612

当期変動額合計 △571 △41 △612 211

平成 28 年 2月 29 日残高 56 △1,969 △1,913 31,633

 



 4

 

（重要な会計方針）   

１．有価証券の評価基準及び評価方法   

子会社株式  移動平均法による原価法 

その他有価証券   

時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

   

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法   

商品  売価還元法による低価法 

   

３．固定資産の減価償却の方法   

有形固定資産（リース資産を除く） 定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法によってお

ります。なお、主な耐用年数は次の通りでありま

す。 

  建物  ２～50 年 

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

リース資産  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

  なお、平成 21 年２月 28 日以前に契約を締結した

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

長期前払費用  定額法 

   

４．引当金の計上基準   

貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒れに備えるため一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金  従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

ポイント引当金  顧客に付与したポイントの使用による値引発生に

備えるため、将来使用されると見込まれる額を計

上しております。 

５．消費税等の会計処理の方法  税抜方式によっております。 
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６．収益及び費用の計上基準   

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に収益と費用を計上する方法によっております。また、転リース取引につい

てはリース料受取時に金利部分のみを収益計上する方法によっております。 

なお、平成 21 年２月 28 日以前に契約を締結した所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

   

（貸借対照表関係）   

１．関係会社に対する金銭債権債務   

   短期金銭債権  1,187 百万円 

   短期金銭債務  14,633 百万円 

   長期金銭債権  234 百万円 

   長期金銭債務  11,437 百万円 

   

２．取締役及び監査役（執行役）に対する金銭債務 

長期金銭債務  457 百万円 

   

３．有形固定資産の減価償却累計額  32,327 百万円 

   

４．保証債務   

  他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。 

ダイキ・ファンディング・コーポレーション 114 百万円 

㈱ホームセンターサンコー  4,650 百万円 

   

５．土地の再評価   

土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価の方法   

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号に定め

る当該事業用土地について地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法、第２条第３号に定める当該事業用土地について地方税法第 341 条第 10 号の土地課

税台帳または同条第11号の土地補充課税台帳に登録されている価額に合理的な調整を行って算定す

る方法により算出しております。 

再評価を行った年月日   平成 14 年３月 31 日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

   △2,025 百万円 
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（損益計算書関係）   

１．関係会社との取引高   

  営業取引高   

   売上高  4,415 百万円 

   不動産賃貸料収入  7 百万円 

   仕入高  56,966 百万円 

   その他  1,665 百万円 

  営業取引以外の取引高  73 百万円 

   

２．減損損失   

当社は、店舗及び賃貸物件等を、キャッシュ・フローを生み出す最小単位としてグルーピングし

ており、遊休資産につきましても当該資産単独でグルーピングをしております。 

営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループ、閉鎖の意思決定が行われた店

舗の資産、及び資産の売却の意思決定を行った本部設備について減損を認識し、各々の帳簿価格を

回収可能価額まで減額し、当該資産減少額を減損損失（１億 53 百万円）として計上いたしました。

内訳は、次のとおりであります。 

近畿・四国地区   

店舗（兵庫県他）   

 建物  48 百万円  

 構築物  9   

 機械装置  0   

 車輌運搬具  0   

 工具器具備品  8   

 リース資産減損勘定  56   

     計  121 百万円  

本部設備（愛媛県）  

 土地  31 百万円  

上記資産の回収可能価額は使用価値または正味売却価額で測定しております。なお、正味売却価

額については、固定資産税評価額等の適切に市場価額を反映していると考えられる評価額を基に算

出し評価しております。 
 

 


